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第３次男女共同参画基本計画

・平成２２年１２月１７日 閣議決定

・男女共同参画社会基本法に基づき政府が策定する基本計画

・中間目標の設定や多様なポジティブ・アクションを推進

・政治、司法、経済分野など、これまで取り上げてこなかった分野や必ずしも

積極的ではなかった分野についても、国は積極的に働きかけ

・女性の継続就業支援や再就職支援等の施策の実施

特徴

③ ２０２０年に指導的地位に女性が占める割合を少なくとも
３０％程度とする目標に向けた取組を推進

④ 女性の活躍による経済社会の活性化や「Ｍ字カーブ問題」の

解消も強調

・第２次基本計画の42項目の２倍近い82項目（延べ109項目）の「成果

目標」を設定

（※「成果目標」とは、それぞれの重点分野に掲げる具体的施策を

総合的に実施することによって、政府全体で達成を目指す水準）

② 実効性のあるアクション・プランとするため、それぞれの
重点分野に「成果目標」を設定

第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画の
拡大

第２分野 男女共同参画の視点に立った社会制
度・慣行の見直し、意識の改革

第４分野 雇用等の分野における男女の均等な機
会と待遇の確保

第６分野 活力ある農山漁村の実現に向けた男
女共同参画の推進

第10分野 生涯を通じた女性の健康支援

第９分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶

第５分野 男女の仕事と生活の調和

第11分野 男女共同参画を推進し多様な選択を可

能にする教育・学習の充実

第15分野 国際規範の尊重と国際社会の「平等・
開発・平和」への貢献

第13分野 メディアにおける男女共同参画の推進

・下記の重点分野のうち、黄色で★が付いているものが新設分野

① 経済社会情勢の変化等に対応して、重点分野を新設

第３次男女共同参画基本計画の概要

男女共同参画社会とは・・・

男性も女性も全ての個人が、喜びも責任も分かち合い、そ
の能力・個性を十分発揮することができる社会

構成

第2部 施策の基本的方向と具体的施策（重点分野）

第3部 推 進 体 制

第1部 基本的な方針

第３分野 男性、子どもにとっての男女共同参画★

第７分野 貧困など生活上の困難に直面する男
女への支援★

第８分野 高齢者、障害者、外国人等が安心して
暮らせる環境の整備★

第12分野 科学技術・学術分野における男女共同

参画★

第14分野 地域、防災・環境その他の分野におけ
る男女共同参画の推進★
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③ 男女が個性と能力を発揮することによる、多様性に
富んだ活力ある社会

④ 男女共同参画に関して国際的な評価を得られる社会
② 男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることの
できる社会

① 固定的性別役割分担意識をなくした男女平等の社会

第１部 基本的な方針

① 男女共同参画会議の答申に示された基本法施行後１０年間の反省を踏まえ、実効性のあるアクション・プランとするため、

できる限り具体的な数値目標やスケジュールを明確に設定し、その達成状況について定期的にフォローアップを行う。

② 固定的性別役割分担意識を前提とした社会制度や社会構造の変革を目指すとともに、政府が一体となって府省横断的に

取り組んでいる関連施策との密接な連携を図る。

③ 女子差別撤廃条約の最終見解における指摘事項について点検するとともに、日本の文化、社会の状況等にも配慮しつつ、

国際的な概念や考え方を重視し、国際的な協調を図る。

① 女性の活躍による経済社会の活性化

② 男性、子どもにとっての男女共同参画

③ 様々な困難な状況に置かれている人々への支援

④ 女性に対するあらゆる暴力の根絶

⑤ 地域における身近な男女共同参画の推進

① 実効性のある積極的改善措置(ポジティブ・アクション）

の推進

② より多様な生き方を可能にする社会システムの実現

③ 雇用・セーフティネットの再構築

④ 推進体制の強化

目指すべき社会

計画策定に当たっての基本的な考え方

基本計画において改めて強調している視点 今後取り組むべき喫緊の課題
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第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

○男女が政治的意思決定過程に積極的に参画し共に責任を担い、多様な意思が政治や社会の政策・方針決定に公平に反映さ
れ、均等に利益を享受することができなければならない。

○ 多様な人材の能力の活用の観点から、経済の牽引者としての女性の役割を認識し、女性の経済活動の機会を創造し拡大する

必要がある。
○「２０２０年３０％」の目標を社会全体で共有し、その達成のために官民挙げて真剣に取り組んでいかねばならない。

基本的考え方

各項目に占める女性の割合 現状 成果目標（期限）

検察官（検事）
１８．２％

（平成２１年）
２３％

（平成２７年度末）

国家公務員採用試験からの採用者
２６．１％

（平成２２年度）
３０％程度

（平成２７年度末）

国の地方機関課長・本省課長補佐相当
職以上

５．１％
（平成２０年度）

１０％程度
（平成２７年度末）

各項目に占める女性の割合 現状 成果目標（期限）

国の本省課室長相当職以上
２．２％

（平成２０年度）
５％程度

（平成２７年度末）

都道府県の本庁課長相当職以上
５．７％

（平成２１年）
１０％程度

（平成２７年度末）

民間企業の課長相当職以上
６．５％

（平成２１年）
１０％程度
（平成２７年）

○ 政治分野
・国会議員の女性候補者の割合の
向上のため、政党への働きかけ
・地方議会議員の女性候補者の割
合の向上のため、仕事と生活の調
和の推進体制の整備、女性の地方
公共団体の長のネットワークの形成
など政党等への働きかけ
・クオータ制も含めた多様なポジティ
ブ・アクションの検討

施策の実施

○ 司法分野
・「２０２０年３０％」の目標
達成に向けた中間目標の
設定等、女性の参画拡大
の働きかけ
・ロールモデルの発掘やメ
ンター制度導入の働きか
け
・仕事と生活の調和の推進
の働きかけ

○ 行政分野
・女性国家公務員、地方公
務員の採用・登用の促進
・研修機会の充実、ロール
モデルの発掘
・仕事と生活の調和の推進
・審議会委員等における女
性の参画の拡大

○ 雇用分野
・企業における女性の採用・登用
促進について、取組を働きかけ
・男女共同参画の取組に対する
表彰
・公共調達等における評価等
・女性管理職のネットワーク支援
・企業におけるポジティブ・アクショ
ンの検討

○ その他の分野
・専門的職業及び職能団体、
各種機関・団体・組織におけ
る女性の能力発揮が、それ
ぞれの団体・組織・業界や地
域の活性化に不可欠との認
識醸成
・「２０２０年３０％」の目標達
成に向けて、状況に合った目
標設定

成果目標（抜粋）

目標

各項目に占める女性の割合 現状 目標（期限） 各項目に占める女性の割合 現状 目標（期限）

衆議院議員の候補者
１６．７％

（平成２１年）
３０％

（平成３２年）
参議院議員の候補者

２２．９％
（平成２２年）

３０％
（平成３２年）

※ 「目標」は、政府が政党に働きかける際に、政府として達成を目指す努力目標であり、政党の自律的行動を制約するものではなく、また、各政党が自ら達成を目指す目標ではない。

（平成２７年度末までに実施）

第２部 施策の基本的方向と具体的施策
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第２分野 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革

成果目標

○ 男女の社会における活動や個人の生き方が多様化する中で、男女の社会における活動の選択に対して中立的に

働くような制度構築が必要である。

○その際、男性片働きを前提とした世帯単位の制度・慣行から個人単位の制度・慣行への移行、男女が共に仕事と家

庭に関する責任を担える社会の構築といった視点が重要である。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）」という用語の周知度

３７．０％
（平成２１年）

５０％以上
（平成２７年）

６歳未満の子どもを持つ夫の育児・
家事関連時間

１日当たり６０分
（平成１８年）

１日当たり
２時間３０分
（平成３２年）

○男女共同参画の視点に
立った社会制度・慣行の
見直し

・男女の社会における活動の選択に
中立的な税制や社会保障制度など
の検討
・選択的夫婦別氏制度の導入等の民
法改正について引き続き検討など

施策の実施

○ 国民的広がりを持った広

報・啓発活動の展開

・学習プログラムの開発など男性や若
者世代を対象とした固定的性別役割分
担意識の解消のための広報・啓発の推
進
・有識者、女性団体、経済団体等多様な
団体と連携した戦略的な広報・啓発の
推進

○ 男女の人権尊重の理念

と法律・制度の理解促進及
び救済・相談の充実

・教育・啓発を通じた人権に関する正
しい理解の普及の推進

・法令や条約の分かりやすい広報等
による周知の推進

・人権が侵害された場合の被害者の
救済体制・相談体制の充実

項目 現状
成果目標
（期限）

「男女共同参画社会」という用語の
周知度

６４．６％
（平成２１年）

１００％
（平成２７年）

「女子差別撤廃条約」という用語の
周知度

３５．１％
（平成２１年）

５０％以上
（平成２７年）

○ 男女共同参画に関わる

調査研究、情報の収集等

・男女共同参画の現状・国民意識、苦
情処理等に関する実態把握の実施
・調査や統計における男女別等統計
（ジェンダー統計）の充実
・ジェンダー予算の在り方等の検討
・育児・介護などの無償労働の把握と、
経済的・社会的評価のための調査・研
究の実施
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第３分野 男性、子どもにとっての男女共同参画

成果目標（抜粋）

○ 男女共同参画の裾野を広げるよう、男性やこれからの時代を担う子ども・若者世代に積極的にアプローチする。

○ 男女共同参画社会の形成は、日本の社会にとっても男性にとっても重要であり、男性がより暮らしやすくなるもの

であることについての理解を深める。

○ 子ども一人ひとりが男女共同参画の理解を深めることは、子ども自身にとってのみならず、今後の社会全体におけ

る男女共同参画を推進することにもつながる。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

男性の育児休業取得率
１．７２％

（平成２１年）
１３％

（平成３２年）

次世代認定マーク（くるみん）取得
企業数

９２０企業
（平成２２年）

２，０００企業
（平成２６年）

短時間勤務を選択できる事業所
の割合（短時間正社員制度等）

８．６％以下
（平成１７年）

２９％
（平成３２年）

項目 現状
成果目標
（期限）

自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺
者数）

２４．２
（平成１７年）

２割以上減
（平成２８年までに）

常時診療体制が確保されている小児救
急医療圏数

３４２地区
（平成２０年度）

全小児救急医療圏
（平成２６年度）

公立中学校における職場体験の実施
状況

９４．５％
（平成２１年）

９６％
（平成２７年）

○ 男性にとっての男女共同参画

・広報・啓発など男性にとっての男女共同参画の意義
についての理解の促進
・働き方の見直しを進めるなど企業における男性管理
職等への意識啓発
・男性の家庭・地域への参画を可能にする職場環境の
改善、地域活動への参画支援等
・男性に対する相談体制の確立、心身の健康維持等

施策の実施

○ 子どもの頃からの男女共同参画の理

解の促進と将来を見通した自己形成

・男女平等を推進する教育・学習の充実や発達の段階を
踏まえた性に関する指導の適切な実施など、教育による
男女共同参画の理解の促進
・食育の普及促進や健康教育の推進など、子どもの健康
の管理・保持増進の推進

○ 子どもの健やかな成長と安全で安

心な社会の実現

・子どもに対する暴力・虐待への総合的な対策
・メディア産業の自主規制の取組促進など児童ポルノ
対策、児童買春対策の推進
・世代を超えた貧困の連鎖の防止や、小児医療体制
の充実等安心して親子が生活できる環境づくり
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第４分野 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

成果目標（抜粋）

○ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を実現するため、ポジティブ・アクションの推進等による男女間格差の是正や
「Ｍ字カーブ問題」の解消に向けた女性の就業継続や再就職に対する支援などに取り組んでいく必要がある。

○ 少子高齢化による労働力人口の減少が進む中、女性が十分に能力を発揮することができ活躍できる社会づくりは、経済社会の活性
化という点からも、極めて重要な意義を持つ。

基本的考え方

施策の実施

○ 多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にするための支援

・テレワークなど仕事と生活の調和を可能にする多様な働き方の推進
・低利融資制度など女性起業家に対する支援
・自営業における家族従業者の実態把握、就業環境の整備
・配偶者控除の縮小・廃止を含めた税制の見直しなど社会制度の検討

項目 現状
成果目標
（期限）

ポジティブ・アクション取組企業数
の割合

３０．２％
（平成２１年）

４０％超
（平成２６年）

在宅型テレワーカーの数
３３０万人

（平成２０年）
７００万人

（平成２７年）

○非正規雇用における雇用環
境の整備

・同一価値労働同一賃金に向けた
均等・均衡待遇の取組の推進
・適正な労働条件の確保などパート
タイム労働対策の総合的な推進

項目 現状
成果目標
（期限）

２５歳から４４歳までの女性の就業率
６６．０％

（平成２１年）
７３％

（平成３２年）

第一子出産前後の女性の就業継続率
３８％

（平成１７年）
５５％

（平成３２年）

○ 女性の活躍による経済社会の活性化

・活躍事例の発信など女性の能力発揮促進
のための支援
・女性の継続就業、再就職、起業への支援
・自営業における家族従業者の就業環境の
整備

○「M字カーブ問題」の解消に向けた取組

の推進

・雇用処遇の改善など女性の継続就業のため
の環境整備
・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与の検討など男女共同参画に積
極的に取り組む企業への支援推進

○ポジティブ・アクションの推進

・公共調達において男女共同参画に
取り組む企業への積極的評価、取組
のためのノウハウ等に関する情報提
供など企業のポジティブ・アクションへ
の支援

○女性の能力発揮促進のため
の支援
・在職中の女性に対する職業訓
練など能力開発の支援
・全国の女性関連施設、地方自治
体等における女性就業支援事業
の支援（相談対応、ノウハウ・情
報提供、講師派遣等）

○雇用の分野における男女の均等な機会と待
遇の確保対策の推進

・男女雇用機会均等法に基づく行政指導など男女雇
用機会均等の更なる推進
・男女間の賃金格差の解消に向けた「男女間の賃金
格差解消に向けた労使の取組支援のためのガイドラ
イン」の普及を始めとする企業への働きかけ
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第5分野 男女の仕事と生活の調和

成果目標（抜粋）

○少子高齢化、雇用の変化、グローバル化等が進展する中、長時間労働等を前提とした従来の働き方を見直し、仕事と生活の調和を
実現することは、「Ｍ字カーブ問題」の解消や政策・方針決定過程への女性の参画の拡大を進める上で不可欠であり、我が国の経済
社会の持続可能な発展や企業の活性化につながるものである。

○仕事と生活の調和は、人々の健康を維持し、趣味や学習、ボランティア活動や地域社会への参画等を通じた自己実現を可能にする
とともに、育児・介護も含め、家族が安心して暮らし、責任を果たしていく上で重要なものである。

基本的考え方

施策の実施

○仕事と生活の調和の実現

・仕事と生活の調和に関する社会的気運醸成のための意識啓発の

推進

・働き方の見直し、父親の子育てへの参画など、育児や家族の介

護を行う労働者が働き続けやすい環境の整備

・仕事と子育てや介護との両立のための制度等の普及、定着

・就業と結婚、出産、子育て、介護等との関係をより詳細に分析す

るための仕事と生活の調和等に関する統計の整備の検討

項目 現状
成果目標
（期限）

労働時間等の課題について労
使が話合いの機会を設けている
割合

５２．１％
（平成２１年）

１００％
（平成３２年）

週労働時間６０時間以上の雇用
者の割合

１０．０％
（平成２０年）

５割減
（平成３２年）

年次有給休暇取得率
４７．４％

（平成２０年）
７０％

（平成３２年）

○多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支

援

・全ての子育て家庭に向けた子育て支援策の充実

-幼保一体化を含む新たな子ども・子育て支援のため

の制度構築に向けた検討

-経済的な子育て支援の充実

-保育サービスの整備等

-地域における子育て支援の拠点等の整備

・多様なライフスタイルに対応した介護支援策の充実

項目 現状
成果目標
（期限）

３歳未満児のうち、保育サービスを提供
している割合

２２．８％
（平成２２年度）

４４％
（平成２９年）

小学校１～３年生のうち、放課後児童ク
ラブを提供している割合

２１．２％
（平成２２年度）

４０％
（平成２９年）

メンタルヘルスケアに関する措置を受け
られる職場の割合

３３．６％
（平成１９年）

１００％
（平成３２年）

○ 働く男女の健康管理対策の推

進

・長時間労働の抑制によるメンタル

ヘルスの確保

・妊娠・出産を理由とする不利益取

扱いに対する周知啓発、厳正な対

応等の推進により、妊娠・出産する

女性の就業機会を確保
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第６分野 活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進

成果目標

○ 我が国の農林水産業・農山漁村を再生させるためには、地域ビジネスの展開や新産業の創出を図る農山漁村の
「６次産業化」を推進することが必要である。

○ 農業就業人口の過半を占め、消費者のニーズや食の安全に関心が高く、農産物の加工、販売等の起業活動など
で活躍の場を広げ、農山漁村地域社会の維持・振興に貢献している女性の参画が不可欠である。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

家族経営協定の締結数
４０，０００件

（平成１９年度）
７０，０００件

（平成３２年度）

○意識改革と政策・方針決定過程への
女性の参画の拡大

・固定的な性別役割分担意識の是正

・女性農業委員、女性指導農業士など女性リーダーの

育成や農業委員、農業協同組合などの女性役員の登用

目標の設定の推進・達成に向けた取組の促進

施策の実施

○女性の経済的地位の向上と就業
条件・環境の整備

・家族経営協定の締結数の拡大、継続的な有効活
用の促進による女性の経済的地位の向上
・「６次産業化」を推進する女性の起業活動等の推
進
・農林水産業の生産現場において、育児等との両
立を支援するための施設整備の推進

○女性が住みやすく活動しやすい
環境づくり

・育児・介護に当たる女性への子育てネットワーク
活動等の情報提供の推進
・地域内外での助け合いを通じた高齢者の生活支
援体制の整備の促進
・現行農業者年金制度の女性農業者、若い農業者
の加入の促進等

項目 現状
成果目標
（期限）

農業委員会、農業協同組合
における女性が登用されてい
ない組織数

農業委員会：８９０
（平成２０年度）

農業協同組合：５３５
（平成１９年度）

農業委員会、農
業協同組合とも

０
（平成２５年度）
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第７分野 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援

成果目標（抜粋）

○単身世帯やひとり親世帯の増加、雇用・就業構造の変化等の中で、貧困など生活上の困難について幅広い層への
広がりが見られる。

○ 貧困など生活上の困難に対応し、防止するためにも男女共同参画を進める必要があり、女性が働き続けることがで

き、暮らしていける賃金を確保できるよう雇用を巡る諸課題に取り組む。

○生活上の困難に直面しやすい母子家庭等ひとり親家庭に対する支援及び生活上の困難に直面する人々に対する支
援策を進める。

基本的考え方

○セーフティネットの機能の強
化

・非正規労働者への社会保険の
適用拡大の検討や、就労により経
済的自立を目指す仕組みの確立、
ナショナルミニマムの基準・指標の
研究

施策の実施

項目 現状
成果目標
（期限）

公共職業訓練受講者の就業率
施設内７３．９％
委託 ６２．４％
（平成２１年）

施設内８０％
委託 ６５％
（平成３２年）

ジョブ・カード取得者
２９．１万人

（平成２０年４月から平
成２２年７月まで）

３００万人
（平成３２年）

○雇用・就業の安定に向けた課題

・就労における男女の均等な機会と公
正な処遇の確保、女性の就業継続や
再就職の支援、仕事と生活の調和な
どを進めるとともに、多様なライフスタ
イルに中立的な税制・社会保障制度
の構築を検討

○ 男女の自立に向けた力を高める取組

・キャリア教育の充実など若年期における自立
支援の充実
・配偶者からの暴力被害者のエンパワーメント
に向けた支援の充実
・様々な生活上の困難に直面する利用者に対し、
様々な生き方に沿った切れ目のない支援や
サービスを提供するための制度化に向けた検
討

項目 現状
成果目標
（期限）

自立支援教育訓練給付金事業
９０．０％

（平成２１年度）

全都道府県・市・福祉
事務所設置町村で実施

（平成２６年度）

地域若者サポートステーション事業
によるニートの就職等進路決定者数

―
１０万人

（平成３２年）

フリーター数
１７８万人
(平成２１年）

１２４万人
（平成３２年）

○ 安心して親子が生活できる

環境づくりに関わる課題

・ひとり親家庭等に対する子育て・

生活支援・就業支援策等の推進

・生活上の困難の次世代への連鎖

を断ち切るため教育費の負担軽減

や多様な教育機会を確保
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第８分野 高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備

成果目標

○ 高齢者人口に占める女性の割合は高いため、高齢者施策の影響は女性の方が強く受ける。

○ 障害があること、日本で働き生活する外国人等であることに加え、女性であることから複合的に困難な状況に置かれ
ている場合や、性的指向を理由として困難な状況に置かれている場合、性同一性障害などを有する人々については、
人権尊重の観点からの配慮が必要。

基本的考え方

○高齢者が安心して暮らせる環境の整備

・高齢男女の就業促進、能力開発、社会参画促
進のための支援
・高齢男女が家庭・地域で安心して暮らせるた
めの生活自立支援
・家庭介護者等の介護負担の軽減のための介
護支援の充実と良質な介護基盤の構築や安定
的な医療提供体制の整備

施策の実施

項目 現状
成果目標
（期限）

バリアフリーの認知度
９３．８％

（平成１７年度）
１００％

（平成２４年度）

ユニバーサルデザインの認知度
６４．３％

（平成１７年度）
８０％

（平成２４年度）

６０歳から６４歳までの就業率
５７．０％
(平成２１年）

６３．０％
（平成３２年）

○障害者が安心して暮らせる
環境の整備

・各種施策の総合的な推進
・ハード・ソフト両面にわたり社会
のバリアフリー化など障害者の自
立を容易にするための環境整備
・障害者の就職希望を実現するた
めの雇用・就労の支援

項目 現状
成果目標
（期限）

地域自立支援協議会を設置している市
町村数

約１，４２６市町村
（平成２１年４月）

全市町村
（平成２４年）

障害者の実雇用率（民間企業）
１．６８％

（平成２２年６月）
１．８％

（平成３２年）

○ 外国人が安心して暮ら

せる環境の整備

・男女共同参画の視点に立ち、
日本で働き生活する外国人
の教育、住宅、就労支援、情
報提供や相談体制の整備等
を推進

○ 女性であることで複合的に困難な

状況に置かれている人々等への対応

・障害があること、日本で働き生活する外
国人であること、アイヌの人々であること、
同和問題等に加え、女性であることで更に
複合的に困難な状況に置かれている場合、
男女を問わず性的指向を理由として困難
な状況に置かれている場合、性同一性障
害などを有する人々についての人権教育・
啓発等の推進
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第９分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶

成果目標（抜粋）

○ 女性に対する暴力は、重大な人権侵害であり、男女共同参画社会を形成していくうえで克服すべき重要な課題である。

○ インターネットなどの普及により多様化している女性に対する暴力については、新たな視点から迅速かつ効果的に対応することが求め
られている。

○暴力の形態や被害者の属性等に応じてきめ細かく対応することが不可欠である。

基本的考え方

○女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤
づくり

・広報啓発など女性に対する暴力を容認しない社会風
土の醸成
・相談・カウンセリング体制等の整備
・防犯対策の強化など暴力の発生を防ぐ環境づくり
・被害実態の把握など暴力に関する調査研究等

施策の実施

○ 売買春への対策の推進

・婦人相談所と関係機関との連携強
化による売買春からの女性の保護、
社会復帰の支援

項目 現状
成果目標
（期限）

夫婦間における「平手で打つ」「な
ぐるふりをして、おどす」を暴力とし
て認識する人の割合

５８．４％
（平手で打つ）

５２．５％
（なぐるふりをして、おどす）

（平成２１年）

１００％
（平成２７年）

配偶者暴力防止法の認知度
７６．１％

（平成２１年）
１００％

（平成２７年）

○配偶者等からの暴力の防止及
び被害者の保護等の推進

・被害者の保護から自立支援まで切
れ目のない支援
・ｽﾄｰｶｰ行為等への厳正な対処等

○人身取引対策の推進

・「人身取引対策行動計画2009」に
基づく人身取引の防止・撲滅と被
害者保護のための効果的な取組
の推進

項目 現状
成果目標
（期限）

市町村における配偶者暴力相談支援セ
ンターの数

２１か所
（平成２２年）

１００か所
（平成２７年）

性犯罪被害に関する相談を受けている
ことを明示して相談を行っている男女共
同参画センター

２２都道府県
（平成２２年）

各都道府県に最低
１か所

（平成２７年）

○ メディアにおける性・暴力表現への対応

・インターネット上の児童ポルノ画像等の流通防止
対策の推進
・メディア産業の性・暴力表現についての流通・閲覧
等に関する対策の在り方の検討等

○セクシュアル・ハラスメント防止
対策の推進

・相談体制の整備など雇用・教育・研
究・医療・スポーツ分野等の場にお
ける防止対策の推進

○性犯罪への対策の推進

・性犯罪被害者への支援充実
・性犯罪捜査体制の整備など
性犯罪への厳正な対処
・再犯防止対策など加害者に
対する対策の推進等

○子どもに対する性的な暴力
の根絶に向けた対策の推進

・インターネット上の児童ポルノ画
像等の流通・閲覧防止策など児
童ポルノ対策の推進
・被害児童への適切な対応等児
童買春対策の推進
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第１０分野 生涯を通じた女性の健康支援

成果目標（抜粋）

○男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思いやりを持って生きていくことは
男女共同参画社会の前提と言える。

○ 生涯を通じて男女は異なる健康上の問題に直面することに男女とも留意する必要があり、「リプロダクティブ・ヘルス
/ライツ」（性と生殖に関する健康と権利）の視点が重要である。

基本的考え方

○生涯を通じた男女の健康の保持増進

・男女が健康状態に応じて適切に自己管理できるよう
にするための健康相談、普及啓発、健康診査・指導等
の推進

施策の実施

○ 妊娠・出産等に関する健康支援

・安全に産み育てるための周産期医療や救急医療体制、小
児医療体制の充実
・不妊治療に関する経済的支援、相談体制の充実
・学校における適切な性に関する指導の実施
・人工妊娠中絶・生殖補助医療について

項目 現状
成果目標
（期限）

食育に関心を持っている国民の割合
７１．７％

（平成２１年）
９０％以上

（平成２７年度）

妊娠・出産について満足している者の
割合

９２．６％
（平成２１年度）

１００％
（平成２６年）

出生１万人当たりNICU（新生児集中治

療管理室）病床数
２１．２床

(平成２０年度）
２５～３０床

（平成２６年度）

○健康をおびやかす問題についての対策の推進

・HIV/エイズや、子宮頸がんの原因となるHPV（ヒトパピ
ローマウイルス）への感染を始めとする性感染症の予防
から治療までの総合的な対策の推進

○性差に応じた健康支援の推進

・性差医療の重要性に関する普及啓発、医療体制
整備、性差を踏まえた心身の健康維持支援や生
活習慣病の予防施策の推進

項目 現状
成果目標
（期限）

不妊専門相談センター
６１都道府県市
（平成２２年度）

全都道府県・指定都市・
中核市

（平成２６年度）

子宮がん検診、乳がん検診受診率

子宮がん21.3％
乳がん20.3％
（平成１９年）

子宮がん50％以上
乳がん50％以上

（平成２３年度末）

成人の週１回以上スポーツ実施率
４５．３％

（平成２１年）
６５％程度

（できる限り早期）

○ 医療分野における女性の参画の拡大

・医療分野における女性の参画の拡大による医療体制
の充実
・医師、看護師などにおける就業継続・再就業支援など
能力を発揮しやすい環境の整備

○ 生涯にわたるスポーツ活動の推進

・スポーツ団体の実態を踏まえた女性の団体役員等へ
の積極的な登用
・心身ともに健康で活力ある生活を形成するための女性
のスポーツ参加を促進する環境の整備
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第１１分野 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実

成果目標

○ 男女共同参画社会実現のため、男女が共に自立して個性と能力を発揮し、社会形成に参画する必要があり、

教育・学習がその基礎となる。

○ 固定的性別役割分担意識を解消し、人権尊重を基盤にした男女平等観の形成を図るための教育・学習を充実する。

○ 女性の能力や活力を引き出すため、女性のエンパワーメントを促進する。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

公立中学校における職場体験の
実施状況

９４．５％
（平成２１年）

９６％
（平成２７年）

公立高等学校（全日制）における
インターンシップの実施状況

７２．６％
（平成２１年）

７５％
（平成２７年）

ミレニアム開発目標のうち、全て
の教育レベルにおける男女格差

― 平成２７年までに解消

項目 現状
成果目標
（期限）

都道府県及び市町村の教育委員会
のうち、女性の教育委員を１人以上
含む教育委員会の割合

９３．２％
（平成２１年）

１００％
（平成２７年）

初等中等教育機関の教頭以上に占
める女性の割合

１４．７％
（平成２２年）

３０％
（平成３２年）

大学の教授等に占める女性の割合
１６．７％

（平成２１年）
３０％

（平成３２年）

○ 男女平等を推進する教育・学習

・男女共同参画に関する研修の実施など教育関係者
の正確な理解の促進
・個人の尊厳と男女平等の理念を推進するための学
校教育の充実
・地域における男女共同参画に関する学習機会の提
供など社会教育の推進

施策の実施

○ 多様な選択を可能にする教育・能

力開発・学習機会の充実

・男女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育など生
涯学習・能力開発の推進
・情報提供や教育プログラムの開発などエンパワーメ
ントのための女性教育・学習活動の充実

○ 学校教育の分野における政策・方

針決定過程への女性の参画の拡大

・学校教育機関において、女性の能力が組織の活
性化に不可欠という認識の醸成を図るなど女性の
参画拡大の推進
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第１2分野 科学技術・学術分野における男女共同参画

成果目標

○ 我が国が国際競争力を維持・強化し、多様な視点や発想を取り入れた研究活動を活性化するためには、女性研究

者の能力を最大限に発揮できるような環境を整備し、その活躍を促進していくことが不可欠。

○ 科学技術・学術の振興により、多様で独創的な最先端の「知」の資産を創出することは、男女共同参画社会の形成
を促す。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

女性研究者の採用目標値（自
然科学系）

自然科学系
２３．１％

（平成２０年）

「自然科学系２５％（早期）、更に
３０％を目指す。特に理学系２

０％、工学系１５％、農学系３０％
の早期達成及び医学・歯学・薬学
系あわせて３０％の達成を目指
す。」（総合科学技術会議基本政
策専門調査会報告）との目標を
踏まえた第４期科学技術基本計
画（平成２３年度から２７年度ま

で）における値

項目 現状
成果目標
（期限）

日本学術会議の会員に占める女性
の割合

２０．５％
（平成２０年）

２２％
（平成２７年）

日本学術会議の連携会員に占める
女性の割合

１２．５％
（平成２０年）

１４％
（平成２７年）

○ 科学技術・学術分野における

女性の参画の拡大

・研究機関における女性研究者の採用・登用の取
組の奨励・支援

・研究機関における取組状況等の公表

施策の実施

○ 女性研究者の参画拡大に向けた

環境づくり

・女性研究者における働きやすい環境の醸成や能力
の一層発揮のため、女性研究者のネットワークの構
築や勤務環境の整備
・研究者等の実態把握や統計情報の収集・整備

○ 女子学生・生徒の理工系分野へ

の進学促進

・女子学生・生徒の理工系分野への興味・関心の喚
起・向上を図る取り組みなど進路選択の支援
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第１3分野 メディアにおける男女共同参画の推進

成果目標

○ 固定的性別役割分担意識を解消していくため、メディア側も積極的な取組を行うよう働きかける。

○ 違法・有害な情報の発信主体が多様化するなどメディアを取り巻く現状を踏まえ、情報の隔離を適切に行う取組が
必要である。

○メディアに関わる業界における女性の参画を拡大するよう働きかける。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）」という用語の周知度

３７．０％
（平成２１年）

５０％以上
（平成２７年）

○女性の人権を尊重した表現の推進
のためのメディアの取組の支援等

・違法・有害な情報に関するインターネット等新たなメ
ディアにおけるルールの確立に向けた検討
・様々な情報を主体的に収集・判断・発信する能力を
身に付けるためのメディア・リテラシーの向上

施策の実施

○ 国の行政機関の作成する広報・出

版物等における男女共同参画の視点
に立った表現の促進

・行政機関の実務担当者による男女共同参画の視点
に立った適切な広報活動の促進

○ メディア分野における女性の参画

の拡大

・メディア関係業界における政策・方針決定過程へ
の女性の参画拡大

項目 現状
成果目標
（期限）

「男女共同参画社会」という用語の
周知度

６４．６％
（平成２１年）

１００％
（平成２７年）

「女子差別撤廃条約」という用語の
周知度

３５．１％
（平成２１年）

５０％以上
（平成２７年）
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第１4分野 地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進

成果目標

○ 一人ひとりが加わって「新しい公共」を創造し、地域力を高め、持続可能な社会を築くためには、地域における男女
共同参画が不可欠である。

○ 男女共同参画についての意識啓発を更に進めるとともに、課題解決型実践的活動への移行を推進する。

○地域の男女共同参画拠点の活性化などにより、全ての人々にとって身近な男女共同参画を推進する。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

全国の女性消防団員
１９，１０３人
（平成２２年）

１０万人

○地域における男女
共同参画推進の基盤
づくり

・人材育成など男女共同参
画センター・女性センター
等の機能の充実・強化
・実践的活動に関する先進
事例等の収集・提供等

施策の実施

○ 地域の活動における
男女共同参画の推進

・地域における政策・方針決定
過程への女性の参画の拡大
・防犯活動など地域活動への
多様な人々の参画促進
・地域活動団体とのネットワー
ク構築・連携の促進

○ 男女共同参画
の視点に立った環
境問題への取組の
推進

・持続可能な社会の実
現に重要な環境分野に
おける女性の積極的参
画の推進

項目 現状
成果目標
（期限）

自治会長に占める女性の割合
４．１％

（平成２２年）
１０％

（平成２７年）

女性委員のいない都道府県防災会
議の数

１３
（平成２１年）

０
（平成２７年）

○ 男女共同参画の視点に立った

地域おこし、まちづくり、観光、文化
を通じた地域経済の活性化等の推
進

・ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽにおける女性の参画
支援等による地域経済活性化
・NPO法人への税制優遇措置充実の
支援など地域社会への男女共同参画
の促進

○防災における男女共
同参画の推進

・防災体制確立のための防災
分野における女性の参画の
拡大
・災害対応マニュアルの作成
など防災の現場における男女
共同参画の推進
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第１５分野 国際規範の尊重と国際社会の「平等・開発・平和」への貢献

成果目標

○ 女子差別撤廃委員会で勧告された事項に適切に対処する。

○ 国際的な場における女性の積極的な登用を進める。

○ ＯＤＡの実施に当たっては、ジェンダー主流化の視点に立ち、効果的かつ公正に進める。

基本的考え方

項目 現状
成果目標
（期限）

「女子差別撤廃条約」という用語の
周知度

３５．１％
（平成２１年）

５０％以上
（平成２７年）

○国際的協調：条約等の積極的遵守・
国内における実施強化・国内への周知

・女子差別撤廃委員会の最終見解や国際的な取組に

ついての周知徹底

・女子差別撤廃条約等の積極的遵守の観点から、国内

施策における実施・評価・監視体制の強化

・男女共同参画に関連の深い未締結の条約等に関する

検討

施策の実施

○ 男女共同参画の視点に立った国

際貢献

・「ＯＤＡ大綱」、「ジェンダーと開発（ＧＡＤ）イニシア
ティブ」に基づく取組の推進
・女性の平和への貢献を推進するため、軍縮、平和
構築、復興開発プロセスへの参画促進
・ＵＮ Ｗｏｍｅｎ等国際機関や研究機関等との連携・
協力の推進

項目 現状
成果目標
（期限）

平成２７年を期限とするミレニアム
開発目標

各国、各国際機関、ＮＧＯと協力して、
ミレニアム開発目標の達成に努める

○ 対外発信機能の強化

・国際分野における政策・方針決定過程への女性

の参画促進

・日本の特徴をいかしたテーマの対外発信

・ＮＧＯ等との連携・協力による男女共同参画の視

点に立った国際交流・協力の推進

・国際会議への積極的な貢献によるイニシアティブ

の発揮
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○政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に
ついての調査の充実

・男女共同参画会議は引き続き影響調査を実施し、結果を国民に公表

○ 第３次基本計画、女子差別撤廃委員会の最終見解等の
実施状況についての監視機能等の強化

・第３次基本計画の実施状況等を定期的に監視するとともに、必要に
応じて取組の強化等の働きかけ
・女子差別撤廃委員会の最終見解における指摘事項への対応に関し、
その進捗状況の監視

・苦情の処理等の対応の充実

○ 地方公共団体や民間団体等における取組への支援

・地方公共団体との連携の強化、支援の推進
- 都道府県、市町村に推進体制の整備充実、関連施策の一層の推

進を働きかけ
- リーダーシップの発揮についての首長への働きかけ

・男女共同参画社会の実現に向けた活動拠点施設の充実
- 男女共同参画センター等の機能充実に向けた支援

・ＮＰＯ、ＮＧＯ、地縁団体との連携強化
- 「新しい公共」の広がりに向けたネットワークの構築
- 地域版推進連携会議等を通じた地域の連携体制づくりの推進

・大学、企業、経済団体、労働組合等との連携強化

・基本的な方針・政策、重要事項等についての調査審議
・政府の施策の実施状況の監視、施策が及ぼす影響の調査

・施策の円滑かつ効果的な推進・施策の円滑かつ効果的な推進

男女共同参画推進本部

・各界各層の有識者により構成され、広範な協働・連携のﾈｯﾄﾜｰｸを形成
・情報提供・意見交換や、国民的取組推進のための活動を行う

女性団体、メディア、経済界、教育界、学界、法曹界
など各種団体の議員

男女共同参画会議

男女共同参画推進連携会議

本部員：
全閣僚

本部長：
内閣総理大臣

議員：国務大臣 １２名
有識者 １２名

専門調査会
議長：

内閣官房長官

○国内本部機構の強化
・基本計画に掲げる施策を総合的に展開し、あらゆる施策に男女共同

参画の視点を反映するため、多様な主体との連携強化

男女共同参画社会の形成の促進に関する推進体制図

第３部 推進体制



内閣府男女共同参画局 第３次男女共同参画基本計画の全文、概要などは下記アドレスからご覧いただけます。
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